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第 3 章 主要援助国・国際機関における国別プログラム評価の動向  
 

本章では、主要援助国・国際機関における国別プログラム評価の動向を紹介する。  
まず 3-1 では主要な援助機関の国別プログラムのモニタリング・評価の取り組みの全体

像を紹介し、3-2 では各機関別の取り組みを紹介する。  
 
3-1 主要援助国・国際機関における最近の国別プログラムのモニタリング・評価への

取組み  
 

3-1-1 国別プログラムのモニタリング・評価への取組み～Introduction 
 
ポイント  
・ 国別プログラムは結果重視マネジメントの体制の中に位置づけられ、近年大きな変

化を遂げた。  
・ 国別プログラムの位置付けの変化に伴い、モニタリング評価の役割も変化している。

・ 国別プログラムの評価の技術的課題は帰属の検証と評価可能性  
 

モニタリング・評価をどのように実施するかという体制及び手法は、当然ながら対象物

である国別プログラムがどのように計画され、位置づけられているかに大きな影響を受け

る。  
国別プログラムは、1990 年代以降の結果重視志向の高まり、さらには本格的な結果重視

マネジメントのツールの導入にともなう組織マネジメント自体の転換により、その内容お

よび組織マネジメント上の位置付けを以前とは異にしてきている。結果重視マネジメント

ツールの本格導入の結果、国別プログラムは、組織マネジメント全体の枠組みと不可分の

ものとなってきており、これに伴い国別プログラムのモニタリング・評価の意義も変化し

てきている。  
また、国別プログラムのモニタリング・評価の手法については、1999 年のウィーンワー

クショップにおいても「当該国で生じた開発上の変化（開発アウトカム）」と「自機関の国

別プログラムの結果」との帰属 26の検証が非常に難しいことおよび評価可能性の問題が指

摘されており、この問題に対しどのように取り組んでいくかは各機関共通の課題となって

いる。  
本節では、まず「3-1-2 主要援助国機関・国際機関の全体傾向」で、上記 2 つの観点か

ら本調査対象機関の全体的な傾向をとりまとめる。つぎに、「3-1-3 組織マネジメント上の

国別プログラムの位置付け」で、結果重視マネジメントが各機関においてどのような形で

導入され、国別プログラムの計画・モニタリング・評価の体制・内容の変容につながって

いるかを中心に各機関の取り組みのうち特徴的なものを紹介する。  
また、国別プログラムの技術的な課題に対しては、「3-1-4 国別プログラム評価の技術的

な課題」で問題の所在およびそれに対処するための各機関の最近の考え方・取り組みを紹

介する。  
 

                                          
26 認識された変化と特定の支援とをある因果関係に帰すること。  
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3-1-2 主要援助国機関・国際機関の全体傾向  
 ここでは、3-1-1 で述べた国別プログラムの組織マネジメント上の位置付けと国別プロ

グラムのモニタリング・評価をめぐる技術的な課題の 2 点について、本調査対象の援助機

関・国際機関の全体傾向をとりまとめる。（表 3-1 参照）  
 

(1) 国別プログラムの組織マネジメント上の位置付け  
 国別プログラムの位置付けは、1990 年代後半から 2003 年の間に主要援助国機関・国際

機関の運営に結果重視マネジメントのツールが次々に導入された結果、大きく変わりつつ

ある。調査対象機関のほとんどが結果重視マネジメントの導入直後の改革期にあるか、導

入から数年を経てマネジメント手法・体制を微修正するといった状況にある。結果重視マ

ネジメントにおいては、目標設定－計画－実施－業績報告といった事業サイクル及び組織

全体で一貫性のある計画体系の作成、同計画に基づく実施の結果を組織レベルで総括し公

表することが要請されている。これに対し、各機関では計画の体系を、組織全体－本部各

部局－在外事務所という組織体制上のヒエラルキーと整合する形で整理している。国別プ

ログラムはこうした計画体系のなかで在外事務所レベルでの目標・計画をとりまとめたも

のに相当し、組織レベルの計画・報告の一連の流れの中に組み込まれた形となっている。  
また、組織レベルでの結果を総括し、業績報告を行うためには、これら各国別プログラ

ムの結果が測定可能、かつ総括しうる条件を揃えていることが求められる。このことから

国別プログラムは近年、内容的にも目標および指標の明確化が図られ、より結果志向とな

らざるを得なくなってきている。各機関ではこうした要請に応えるため、組織全体の戦略・

方向性を明確化し、さらに国別プログラムが組織戦略と一貫性を持った形で計画・運営さ

れるような体制・マニュアルづくり、経営資源配分の調整を行ってきている。  
 加えて、結果重視マネジメントの本格導入に伴う業績報告システムの導入は各機関のモ

ニタリング・評価体制に大きな変化をもたらしている。業績報告は各組織レベルからの総

括可能な形態での結果の報告を要請するものであり、各組織レベルにおいては①報告業務

に関する業務量の増加と、②「進捗状況の的確な把握」、「説明責任の確保」、「組織として

の学習効果」の 3 者のバランスをどうとるか、が課題となった。各機関においては、従来

よりプロジェクトレベルのモニタリング・評価に関する各種のツールや評価実施について

の基準があり、さらには国別のレビュー・年次報告に加え、国別プログラム評価が実施さ

れていた。これら既存の枠組み・ツールと新規に導入された業績報告の内容には、目的が

異なるものもあれば、重複しているもの、また組織のマネジメントの発想が結果重視に変

更されることによって新たに必要となる情報とそうでない情報が混在し、在外事務所や事

業実施部署の作業の重複・無駄につながる状況がもたらされ得る状況であった。また、結

果重視マネジメントの導入と前後して援助機関自体の分権化が進展し、事業に関する意思

決定が原則として在外事務所や大使館においてなされるようになり、その結果としてモニ

タリングや評価の実施主体も在外事務所・大使館の業務と位置づけられるようになった。

これは、在外事務所・大使館というリソースが制約された環境において、モニタリング・

評価、また業績報告の要請にどう応えるかという課題をもたらし、これらの状況は、業績

測定の導入時、あるいは導入直後に、全組織的な「結果に対する何らかのアセスメント」

の見直しを促進した。その結果、各機関においては業績測定の要請から来る「国別プログ

ラムの年次報告」と「事業実施部署が行う国別プログラム評価」および「評価専門部署の

行う国別プログラム評価」との機能分担が行われる方向で整理されつつある。表 3-1 の右

から 2 番目の欄に示されるとおり、機能分担のパターンとしては、事業実施部署で悉皆的
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に実施する簡易型と評価専門部署によるより詳細なものと国別プログラム評価を 2 種類設

けるケースと、基本的には業績報告の要請に応える年次報告を悉皆的に行い、国別プログ

ラム評価は必要に応じ評価専門部署が実施するというより簡易な体制をとっているケース

に分けられる。  
また、国別プログラム評価の位置付けの整理にともない、国別プログラム評価のパイロ

ット試行、手法開発やガイドラインのとりまとめを行っている機関がある一方、USAID、

オランダ外務省のように国別プログラム評価の実施は基本的に行わないとしている機関も

ある。  
 
(2) 国別プログラム評価の技術的課題～「帰属」の問題  

国別プログラムの技術的な課題として、特定機関の活動の結果と開発アウトカムの帰属

の検証の困難さについては今回の調査対象機関のすべてにおいて共有されている。厳密に

「帰属」の発想で評価を実施しようとしても困難なばかりか、かける時間と労力に見合っ

た結果が得られないという認識を背景に、国別プログラムのモニタリング・評価における

発想を「貢献」に切り替える方向性で共通認識ができつつある。  
「貢献」の概念においては、特定機関の事業がある程度コントロールできるレベルのア

ウトカム（組織レベルのアウトカム）の検証に加え、国レベルの開発アウトカムに向かう

当該国政府、各援助機関、NGO ほかの各種の取り組みの中で、特定機関の方向性・事業

の位置付けは適切であるか、また、目標を共有しつつ、前述の各アクターが相乗効果を高

める形で（パートナーシップの促進）事業を行うことをどのように促進しているかを評価

することになる。  
 

 次節 3-1-3「組織マネジメント上の国別プログラムの位置付け」、3-1-4「国別プログラム

評価の技術的課題」では、上記全体傾向について、特徴的な機関の事例を中心に詳細に解

説する。  
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視
マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
本

格
的

に
導
入

し
、

事
業

運
営

手
法

を
改

革
・
整

理
し

、
国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
は
組

織
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

重
要

な
ユ
ニ

ッ
ト

と
し

て
位

置
付

け
ら

れ
た
。

・
第
2
次
M
Y
F
F
（
0
4
-
0
7
）
の
策
定

に
あ

わ
せ

、
U
N
D
P
の

組
織
目

標
・

重
点

分
野

・
課

題
お

よ
び
報

告
方

法
を

再
整

理
し

た
ほ

か
、
従

来
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

枠
組

み
と
結

果
重

視
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

枠
組
み

が
整

理
さ

れ
な

い
ま

ま
並

立
し
て

き
た

が
、

第
二

次
M
Y
F
F
の

サ
イ
ク

ル
に

あ
た

っ
て

は
こ

れ
を

整
理

(
B
u
s
i
n
e
s
s
 
P
l
a
n
の
策
定
を
廃

止
）

。

分
権

・
事

業
実

施
部

門
に

よ
る

評
価

と
評

価
専

門
部

署
に

よ
る

評
価

・
評
価

専
門

部
署

（
E
O
）

は
国
別

プ
ロ
グ

ラ
ム

評
価

（
A
s
s
e
s
s
m
e
n
t

o
f
 
D
e
v
e
l
o
p
m
e
n
t

R
e
s
u
l
t
s
:
A
D
R
）
を
実
施
。
ま
た
、

方
法
論

の
整

理
の

ほ
か
、

他
部

局
・
在

外
事

務
所

の
評
価

支
援
に

あ
た
る

。
・

事
業

実
施

部
署

（
在
外

事
務

所
）
に

お
い

て
は

、
国
別

プ
ロ
グ

ラ
ム
の

う
ち

重
要

な
ア
ウ

ト
カ
ム

に
つ
い
て
、
O
u
t
c
o
m
e

E
v
a
l
u
a
t
i
o
n
(
O
E
)
を
実
施
す
る
。

分
権

化
し

た
組

織
に

お
け

る
説

明
責

任
と

学
習

の
バ

ラ
ン

ス
追

及

・
事

業
実

施
部
門

の
国

別
プ

ロ
グ
ラ

ム
評

価
（
O
E
）

の
実

施
に

よ
り

、
説
明

責
任

の
確
保

と
学
習

の
双

方
を

追
及
す

る
と

と
も
に

、
業
績

報
告

の
過

剰
負
担

を
軽

減
す
べ

く
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
レ
ベ

ル
評

価
の
一

部
を
任

意
化

・
簡

素
化
。

貢
献

の
発

想

・
O
E
の

評
価
視

点
と
し

て
は
、

ア
ウ

ト
カ

ム
の

発
現
状

況
の
確

認
と
そ

れ
に
対

し
、

U
N
D
P
の

事
業

が
説

得
性
を

も
っ
た

形
で
結

び
付

け
ら

れ
る

か
ど
う

か
を
検

証
す
る

こ
と
が

中
心

。
開

発
ア

ウ
ト
カ

ム
に
対

し
、
U
N
D
P
の
場

合
は

通
常

の
案

件
実
施

の
ほ
か

に
援
助

調
整
や

政
策

ア
ド

バ
イ

ス
も
行

っ
て
い

る
た
め

そ
れ
ら

も
含

め
て

U
N
D
P

の
組
織

レ
ベ
ル

の
ア
ウ

ト
カ
ム

と
し

て
、

「
ど

う
貢
献

し
た
か

」
に
つ

い
て
説

明
が

な
さ

れ
る

。
・

A
D
R
の
評

価
視
点

は
「
U
N
D
P
事

業
の

戦
略
的

位
置

付
け

の
ア
セ

ス
メ
ン

ト
」
と

「
U
N
D
P
が

貢
献

し
た
開

発
ア
ウ

ト
カ
ム

」
で
あ

る
。

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
の

技
術

的
困

難
性

へ
の

対
応

C
P
の

M
&
E
を

め
ぐ

る
新

し
い

動
き

事
業

実
施

体
制

・
M
&
E
実

施
体

制
結

果
重

視
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
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U
N
I
C
E
F

R
B
M
導

入
期

・
2
0
0
2
年
か
ら
U
N
I
C
E
F
中
期
戦
略

計
画
（
M
i
d
-
t
e
r
m
 
S
t
r
a
t
e
g
i
c

P
l
a
n
)
策

定
に

あ
た

り
、
国

別
プ

ロ
グ
ラ

ム
を
レ

ビ
ュ

ー
し

、
マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
上
の

重
要

な
ユ

ニ
ッ
ト

と
し
て

「
国
」

を
位

置
づ

け
て
い

る
。

分
権

・
事

業
実

施
部

門
に

よ
る

評
価

・
基

本
的

に
す

べ
て
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
は

在
外
事

務
所

で
実

施
す

る
。

国
別

プ
ロ
グ

ラ
ム

の
策

定
と

同
時

に
モ

ニ
タ
リ

ン
グ

・
評

価
計

画
（

I
M
E
P
)
を

策
定
す

る
。

モ
ニ
タ

リ
ン

グ
・

評
価
の

実
施

に
際

し
て

は
、

地
域

事
務
所

が
在

外
事

務
所

を
支

援
す

る
体
制

が
確

立
さ

れ
つ

つ
あ

る
。

（
中
間

レ
ビ

ュ
ー

お
よ

び
評

価
レ

ポ
ー
ト

の
レ

ビ
ュ

ー
、

担
当

地
域
の

M
&
E
の

監
理
、

教
訓

の
と

り
ま
と

め
、

情
報

共
有

に
関

し
）

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
の

機
能

拡
充

・
活

性
化

・
国

別
プ
ロ

グ
ラ
ム

自
体

の
運

営
を
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

レ
ベ
ル

か
ら

脱
却

さ
せ
る

べ
く

、
国
別

プ
ロ
グ

ラ
ム

評
価

強
化
の

た
め

の
調
査

、
パ
イ

ロ
ッ

ト
試

行
を
今

期
中

期
戦
略

計
画
（

0
2
－

0
5
年

)
で

実
施

中
。

こ
れ
ま

で
も
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム
評

価
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
を

作
成

し
て

実
施
し

て
い

た
が
、

中
間
レ

ビ
ュ

ー
や

国
別
協

枠
組

み
レ
ビ

ュ
ー
(
C
C
F
 
R
e
v
i
e
w
)
な
ど

と
競

合
し
国

別
プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
が
重

視
さ

れ
な
い

状
況
が

あ
っ

た
。

・
パ

イ
ロ
ッ

ト
試
行

の
結

果
を

受
け
て

国
別

プ
ロ
グ

ラ
ム
評

価
手

法
・

ガ
イ
ダ

ン
ス

の
枠
組

み
文
書

を
策

定
す

る
予

定
。

貢
献

の
発

想

・
国

別
プ
ロ

グ
ラ
ム

評
価

強
化

の
た
め

の
調

査
お

よ
び

パ
イ

ロ
ッ
ト

試
行

の
中

で
、
U
N
D
A
F
お

よ
び

他
の

ア
ク

タ
ー
の

活
動

の
中

に
自
ら

の
事

業
を

位
置

づ
け

る
形
で

計
画

･
評

価
す

る
方

向
性

を
打

ち
出

し
て

い
る
。

U
S
A
I
D

R
B
M
導

入
よ

り
約

1
0
年

／
業

績
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
中

心

・
1
9
9
5
年
以

降
業

績
評

価
を
導

入
し
、

段
階
的

に
マ

ネ
ジ

メ
ン
ト

手
法
を

修
正
し

、
組

織
戦

略
と
末

端
活
動

の
一
貫

性
お

よ
び

説
明
責

任
の
確

保
が
可

能
な

体
制

を
構
築

し
て
き

た
。
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム
は

組
織
戦

略
目
標

の
う

ち
い

く
つ
か

を
選
ん

で
そ
れ

に
必

要
な

活
動
と

ア
ウ
ト

カ
ム
、

中
間

ア
ウ

ト
カ
ム

を
整
理

す
る
形

で
作

成
さ

れ
て
い

る
。

分
権

化
・

業
績

報
告

に
対

応
す

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
中

心

・
計

画
・

実
施

・
モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
分

権
化

さ
れ

在
外
事

務
所

で
実

施
。

国
別

プ
ロ

グ
ラ
ム

に
関

す
る

進
捗

・
ア

セ
ス

メ
ン
ト

は
a
n
n
u
a
l

r
e
p
o
r
t
i
n
g
 
s
y
s
t
e
m
で

原
則

的
に

対
応

し
、

こ
れ

を
組
織

レ
ベ

ル
で

ま
と

め
、

公
表

・
議
会

説
明

等
に

使
っ

て
い

る
。

・
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム
評

価
は

存
在

せ
ず

、
当

該
国

別
プ
ロ

グ
ラ

ム
中

の
戦

略
目

標
(
S
O
)
の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

の
中

で
一

回
は
評

価
を

実
施

す
る

こ
と

を
推

奨
し
て

い
る

の
み

で
あ

る
。

a
n
n
u
a
l

r
e
p
o
r
t
i
n
g

s
y
s
t
e
m
の

改
善

・
A
n
n
u
a
l
 
R
e
p
o
r
t
i
n
g
が
国
別
プ
ロ
グ

ラ
ム

の
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
・

業
績

報
告
に

相
当

。
本
報

告
は
現

地
か

ら
入

力
で
き

る
デ

ー
タ
ベ

ー
ス
に

な
っ

て
お

り
、
議

会
や

大
統
領

府
、
予

算
当

局
へ

の
説
明

に
必

要
と
さ

れ
る
内

容
（

結
果

、
定
性

的
説

明
、
予

算
デ
ー

タ
等

）
が

網
羅
さ

れ
、

適
宜
加

工
さ
れ

る
。

・
結

果
の
根

拠
と
な

る
指

標
と

状
況
説

明
が

入
力
さ

れ
る
。

業
績

報
告

中
心

だ
が

「
貢

献
」

の
発

想

・
在

外
事
務

所
が
各

S
O
に

つ
き

p
e
r
f
o
r
m
a
n
c
e

m
e
a
s
u
r
e
m
e
n
t
 
p
l
a
n
（

P
M
P
)
を

策
定
し

、
そ

れ
に

そ
っ

て
毎

年
報
告

し
て

い
る

。
指
標

設
定

や
の

策
定

に
際

し
て
は

、
必

要
に

応
じ
本

部
が

支
援

し
て

い
る

が
、
U
S
A
I
D
が

一
定
期

間
内

に
達

成
す

べ
き

中
間

ア
ウ
ト

カ
ム

（
i
n
t
e
r
m
e
d
i
a
t
e

o
u
t
c
o
m
e
）

お
よ

び
そ

の
指

標
の
設

定
は

非
常

に
困

難
で

あ
る

た
め
、

よ
り

上
位

の
ア
ウ

ト
カ

ム
へ

の
「

貢
献

」
に
つ

い
て

の
説

明
で
必

要
十

分
と

し
て

い
る

。
ま
た

、
こ

の
た

め
単
に

結
果

を
示

す
デ

ー
タ

の
み
な

ら
ず

、
定

性
的
な

説
明

情
報

（
s
t
o
r
i
e
s
)
の
重

要
性

を
認

識
し
て

い
る

。

C
I
D
A

ト
ッ

プ
ダ

ウ
ン

に
よ

る
R
B
M
導

入

結
果

重
視
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の
導

入
は
議

会
対
応

中
心

で
、

事
業
実

施
の
ツ

ー
ル
と

し
て

は
未

だ
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
中

心
で

あ
る

。
評

価
専

門
部

署
に

よ
る

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

評
価
は

中
央

で
独

立
評

価
と

し
て

実
施
。

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

お
よ

び
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

評
価

は
地

域
局

。

特
に

な
し

貢
献

の
発

想

・
帰

属
に
つ

い
て
は

厳
密

に
検

証
で
き

な
い

た
め

、
ロ

ジ
ッ

ク
の
適

切
性

と
進

捗
し
て

い
る

と
い

う
状

況
証

拠
を
固

め
て

い
く

し
か
な

い
。

・
会

計
検
査

院
当
局

が
C
I
D
A
の

国
別
レ

ベ
ル

で
の

ア
ウ

ト
カ

ム
に
つ

い
て

、
厳

密
な
帰

属
関

係
の

特
定

を
必

ず
し
も

求
め

る
の

で
は
な

く
、

原
則

と
し

て
は

貢
献
の

説
明

で
可

と
す
る

こ
と

で
合

意
し

た
。

D
F
I
D

P
S
A
導

入
に

と
も

な
う

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

変
革

・
D
F
I
D
は
英

国
政

府
機

関
全
体

に
導
入
さ
れ
た
P
u
b
l
i
c
 
S
e
r
v
i
c
e

A
g
r
e
e
m
e
n
t
(
P
S
A
)
の
も
と
、
国
別

プ
ロ

グ
ラ
ム

を
組

織
戦

略
目
標

達
成
の

重
要
な

ユ
ニ

ッ
ト

と
し
て

位
置
付

け
ら
れ

た
ほ

か
、

重
点
国

・
分
野

も
そ
れ

に
と

も
な

い
整
理

さ
れ
た

。

評
価

専
門

部
署

に
よ

る
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム

評
価

を
志

向

・
こ

れ
ま

で
D
F
I
D
で
は

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
の

実
績
は

な
く

、
国

別
レ

ビ
ュ

ー
が

事
業
実

施
部

署
に

よ
り

8
件

実
施

さ
れ

た
の
み

で
あ

る
。

今
後

は
事

業
実
施

部
署

が
業

績
報

告
シ

ス
テ

ム
上
に

位
置

づ
け

ら
れ

る
モ

ニ
タ

リ
ン
グ

（
年

次
報

告
含

む
）

を
悉

皆
的
に

行
い

、
評

価
専

門
部

署
が

国
別
プ

ロ
グ

ラ
ム

評
価

を
実

施
す

る
体
制

を
整

備
す

る
方

向
で

あ
る

。

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
の

手
法

開
発

・
国

別
プ
ロ

グ
ラ
ム

評
価

の
手

法
開
発

の
た

め
、
パ

イ
ロ
ッ

ト
評

価
を

実
施

し
、

結
果
を

取
り
ま

と
め

中
で

あ
る
。

プ
ロ

セ
ス

重
視

（
ど

ち
ら

か
と

い
え

ば
貢

献
の

発
想

）

・
左

記
パ
イ

ロ
ッ
ト

ス
タ

デ
ィ

の
評
価

視
点

と
し

て
は

、
D
F
I
D
国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
に
お

い
て

英
国

の
政

策
は

ど
う
解

釈
さ

れ
具

体
化
さ

れ
た

の
か

と
い

う
政

策
の
一

貫
性

や
、

戦
略
目

標
に

対
す

る
協

力
デ

ザ
イ
ン

の
適

切
性

お
よ
び

そ
の

有
効

性
な

ど
が

含
ま
れ

る
。

R
B
M

事
業

・
M
&
E
実

施
体

制
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム

評
価

の
技

術
的

困
難

性
へ

の
対

応
C
P
の

M
&
E
を

め
ぐ

る
新

し
い

動
き
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D
A
N
I
D
A

R
B
M
導

入
と

分
権

化
の

並
行

・
政

権
交
代

に
と

も
な

い
、
O
D
A
予

算
の

削
減
方

針
が

打
ち

出
さ
れ

、
D
A
N
I
D
A
事
業

に
お

い
て

も
大
使

館
へ
の

完
全
権

限
委

譲
と

業
績
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
枠

組
み

（
P
e
r
f
o
r
m
a
n
c
e

M
a
n
a
g
e
m
e
n
t
 
F
r
a
m
e
w
o
r
k
)
が
導
入

さ
れ

た
。

分
権

・
評

価
専

門
部

署
に

よ
る

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価

・
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム
の

悉
皆

的
な

進
捗

ア
セ

ス
メ

ン
ト
に

つ
い

て
は
、

業
績

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
枠

組
み

に
位

置
づ

け
ら

れ
る
年

次
報

告
が

対
応

。
国

別
プ

ロ
グ
ラ

ム
評

価
は

評
価

専
門

部
署

が
実
施

。

セ
ク

タ
ー

・
テ

ー
マ

・
地

域
に

し
ぼ

っ
た

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
の

模
索

・
国

別
プ
ロ

グ
ラ
ム

の
e
v
a
l
u
a
b
i
l
i
t
y

に
つ

い
て
も

問
題
が

あ
る

た
め

、
当
面

は
国

別
プ
ロ

グ
ラ
ム

の
中

の
重

要
な
セ

ク
タ

ー
・
テ

ー
マ
・

地
域

に
し

ぼ
っ
た

評
価

を
実
施

す
る
方

向
で

あ
る

。

貢
献

の
発

想

・
帰

属
に
つ

い
て
は

検
証

困
難

で
あ
り

、
最

近
の

国
別

プ
ロ

グ
ラ
ム

評
価

に
お

い
て
は

、
相

手
国

の
開

発
と

国
際
協

力
の

現
状

を
分
析

し
、

D
A
N
I
D
A
の
当

該
国
に

対
す

る
姿

勢
と
位

置
付

け
を

明
確

化
す

る
ほ
か

、
D
A
N
I
D
A
の

重
点

課
題

、
セ

ク
タ

ー
横

断
敵
テ

ー
マ

、
援

助
調
整

、
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
、
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ
等

も
観

点
を

含
め

て
評

価
し
て

い
る

。

S
i
d
a

本
格

的
に

は
R
B
M

未
導

入

・
結

果
重
視

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
は

発
想
と

し
て
は

導
入

さ
れ

て
い
る

も
の
の

、
業
績

測
定

シ
ス

テ
ム
や

計
画
な

ど
組
織

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
の

改
革
を

と
も
な

う
形

で
は

導
入
さ

れ
て
い

な
い
。

不
明

・
評

価
専

門
部

署
に

よ
る

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価

特
に

新
し
い

動
き
は

な
い

。

プ
ロ

セ
ス

重
視

（
ど

ち
ら

か
と

い
え

ば
貢

献
の

発
想

）

・
評

価
専
門

部
署
の

実
施

す
る

国
別
プ

ロ
グ

ラ
ム

評
価

（
過

去
４
件

実
施

）
で

は
、
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
イ

ン
パ
ク

ト
評

価
は

困
難
と

し
て

、
国

別
戦

略
が

国
別
計

画
に

オ
ペ

レ
ー
シ

ョ
ン

化
す

る
過

程
に

一
貫
性

の
確

保
を

困
難
と

す
る

要
因

が
あ

る
な

ど
、
プ

ロ
セ

ス
に

焦
点
を

あ
て

た
評

価
を

実
施

し
て
い

る
。

オ
ラ

ン
ダ

外
務

省
R
B
M
導

入
期

・
2
0
0
2
年
か

ら
省

内
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
を

立
ち
上

げ
、

計
画

・
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
・
評

価
と

い
う

一
連
の

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

を
結

果
重

視
に
す

る
た
め

の
検
討

を
行

い
、

結
果
を

マ
ニ
ュ

ア
ル
化

し
た

。
今

後
、
同

方
式
が

本
格
的

に
導

入
さ

れ
る
ほ

か
、

協
力
相

手
国

も
2
0
カ

国
に

し
ぼ
り

こ
ま
れ

た
。

分
権

・
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム

評
価

は
当

面
廃

止

・
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム
の

悉
皆

的
な

進
捗

ア
セ

ス
メ

ン
ト
に

つ
い

て
は
、

業
績

測
定

シ
ス
テ

ム
に

位
置

づ
け

ら
れ

る
年

次
報
告

が
対

応
。

・
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム
評

価
に

つ
い

て
は

実
施

せ
ず

、
セ
ク

タ
ー

・
テ
ー

マ
別

評
価

を
実
施

。

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
の

廃
止

お
よ

び
パ

ー
ト

ナ
ー

国
に

よ
る

評
価

実
施

の
試

行

・
オ

ラ
ン
ダ

は
過
去

に
お

い
て

非
常
に

包
括

的
な
国

別
プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
を
実

施
し

た
経
験

が
あ
る

が
、

当
時

の
国
別

プ
ロ

グ
ラ
ム

の
評
価

可
能

性
や

評
価
に

か
か

る
時
間

・
労
力

に
鑑

み
、

当
面
は

国
別

プ
ロ
グ

ラ
ム
評

価
を

実
施

し
な
い

方
針

と
し
て

い
る
。

・
ま

た
、
モ

ザ
ン
ビ

ー
ク

で
同

国
政
府

主
体

の
合
同

評
価
(
C
o
u
n
t
r
y
-
l
e
d

E
v
a
l
u
a
t
i
o
n
)
を

試
行

し
た

が
う
ま

く
い

か
な

か
っ
た

経
験
あ

り
。

貢
献

の
発

想

・
先

の
国
別

プ
ロ
グ

ラ
ム

評
価

の
経
験

か
ら

ど
れ

だ
け

労
力

を
か
け

て
も

「
帰

属
」
の

検
証

は
困

難
。

貢
献

の
発
想

に
基

づ
く

試
み
と

し
て

は
、

国
レ
ベ

ル
の
変

化
を

把
握

し
、
そ

の
要

因
を

分
析

し
て

自
国
の

役
割

を
評

価
す
る

方
向

性
と

、
自

国
の

取
り
組

み
の

結
果

を
積
み

上
げ

る
評

価
の

や
り

方
が
あ

る
が

、
前

者
の
国

レ
ベ

ル
の

視
点

と
後

者
の
各

事
業

の
タ

ー
ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の
視

点
が
異

な
る

た
め

「
妥
当

性
」

ひ
と

つ
と

っ
て

も
検
証

が
難

し
い

点
あ
り

。

B
M
Z
/
G
T
Z

R
B
M
導

入
期

・
B
M
Z
で

は
2
0
0
2
年

か
ら
結

果
重

視
マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
が

導
入

さ
れ
、

協
力
優

先
分
野

が
決

定
さ

れ
た
ほ

か
、

重
点
国

お
よ

び
一

国
に
お

け
る
重

点
分
野

の
数

に
つ

い
て
も

絞
込
み

が
な
さ

れ
た

。
さ

ら
に
、

国
別
プ

ロ
グ
ラ

ム
（

国
別

戦
略
）

が
計
画

ツ
ー
ル

と
し

て
導

入
さ
れ

た
。

中
央

集
権

・
評

価
専

門
部

署
に

よ
る

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価

・
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム
は

B
M
Z
本

部
の

地
域

局
が

主
管

し
、
実

施
機

関
・

大
使

館
の

参
画

を
得
る

。
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
と

業
績

報
告
も

同
様

。
国

別
プ

ロ
グ

ラ
ム

評
価
は

評
価

専
門

部
署

の
実

施
。

積
極

的
に

実
施

す
る

方
向

に
は

な
い

・
過

去
の
国

別
プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
実
施

は
B
M
Z
に

お
け
る

3
件

の
み

。
近

年
は
国

別
プ

ロ
グ
ラ

ム
評
価

と
い

う
よ

り
過
去

3
－

4
年

の
協

力
ポ

ー
ト

フ
ォ

リ
オ
の

評
価

を
実

施
。

ど
ち

ら
か

と
い

え
ば

貢
献

の
発

想

結
果

重
視

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

事
業

実
施

体
制

・
M
&
E
実

施
体

制
C
P
の

M
&
E
を

め
ぐ

る
新

し
い

動
き

国
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
評

価
の

技
術

的
困

難
性

へ
の

対
応
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3-1-3 組織マネジメント上の国別プログラムの位置付け  
～結果重視マネジメントに組み込まれた国別プログラムはどう計画、モニタリング、

評価されているのか  
 
ポイント  
・ 各国の結果重視マネジメントツールの導入は比較的最近  
・ 結果重視マネジメントは組織マネジメントの変革をもたらし、戦略計画としての国

別プログラムの役割・内容が変化  
・ その結果国別プログラムの結果の各種アセスメント手段も再編  
 

結果重視マネジメント（結果重視マネジメント）の「概念」は、1993 年のアメリカ政策

評価法の成立にともなう USAID への導入に始まり、1997 年の DAC 新開発戦略以降、援

助をめぐる国際社会に深く浸透した。  
ただし、結果重視マネジメントにより各機関の計画から結果報告までの組織マネジメン

トの手法や体制が本格的な変化を遂げたのは、それから数年後のことである。結果重視マ

ネジメントは BOX3-1 にしめすとおり７つの要素から構成されるが、①から⑤が業績測定

（Performance Measurement）を構成する要素となっており、結果重視マネジメントの中

心的なツールという位置付けにある 27。前述の組織マネジメントの変化は業績測定システ

ムの導入が契機となっている。  
 

BOX3-1 結果重視マネジメントの 7 つの要素  
 

① 明確かつ測定可能な目標設定（リザルツ・フレームワークを活用）  
② 各目標の測定にあたっては指標を設定  
③ 実績についての判断を下すために指標の目標値を設定  
④ 結果にかかる情報収集のために業績をモニタリングするシステムを構築  
⑤ 目標値に対して、実績をレビュー・分析・報告  
⑥ 業績モニタリングのみでは得られない業績情報を得るために評価を統合  
⑦ 組織内部においてはマネジメントについての説明責任、学習、意思決定プロセスに、外部に

対しては関係者やパートナーに業績を報告するために業績情報を活用  
①から③が結果志向の計画策定（Strategic Planning）を、また、①から⑤が業績測定（Performance 
Measurement）を構成する要素となっている。  

 

USAID は 1995 年にマネジメントマニュアルを改編し、他の援助機関に先駆けて業績測

定を導入した。次いで 2000 年に英国 Public Service Agreement28の締結による DFID お

よび第一次 Multi-Year Funding Framework の発表による UNDP への導入があり、さら

に、2002 年から 2003 年になってデンマーク、オランダ、ドイツ、日本等の二国間援助機

関が続いたことにみられるように、全体としてはごく最近になってから導入した機関が多

                                          
27 Binnendijk.A, Results Based Management in the Development Cooperation Agencies：A Review of 
Experience, a background report presented at the DAC Working Party on Aid Evaluation, February 2000,P10. 
28 Aim(当該機関の設置目的 )、3 年間の Objective（目標）および Performance Target（業績達成目標）を含む「契

約」を事務局財務省および首相官邸と締結。公共部門の成果を上げるツールとして導入された。 
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い。二国間援助機関における業績測定の導入は、デンマークのように政権交代により ODA
削減方針が打ち出されたことや、政府・公的部門の効率化・改革自体が政策アジェンダと

なったことなど、基本的にはドナー側の国内事情が反映されている29。さらに結果重視マ

ネジメントの導入過程においては、業績測定の導入と同時あるいは前後して、組織内部で

各組織ユニット単位の説明責任・権限の範囲の明確化と権限の委譲（分権化）とそれにと

もなうマネジメント手法の改革 30や援助重点国や重点分野・セクターの絞込み31などが起こ

っている。また、国際機関においても、結果重視の発想が 1990 年代後半の援助の中で主

流となってきたこと、併せて UNDP にみられるように自機関の事業の結果を説明する必要

性が拠出金の減少傾向のもとで高まってきたこと、また、IADB のように経営トップに民

間出身の人材が増加したことなどが、結果重視マネジメントとそのツールを導入すること

につながっている。  
他方、業績の報告、あるいは評価は、対象の結果が測定・評価可能であってはじめて成

立する。また、組織の各レベルにおいて、そのレベル・ユニットの所掌する計画とその戦

略的位置付けの明確化がなければ、当然ながら結果をとりまとめて組織としての業績の報

告を行うことも困難である。このため、結果重視マネジメントの導入はいずれの機関にお

いても組織全体の戦略の整理をもたらし、組織全体の戦略計画の一部として国別プログラ

ムが位置づけられ、その実績を測定する体制が構築される結果となっている。加えて、各

種マネジメントツールが一新され、組織の目標・戦略をいかに組織のヒエラルキーに対応

する形で階層化し、さらに組織の各単位でのオペレーション環境に即した計画に落としこ

むかという計画手法の工夫とその徹底の努力がなされている。  
また、業績測定・報告の体制が構築される中で、モニタリング・評価と業績測定をどう

整理し（BOX3-2 参照）、どう補完的に活用していくかがもうひとつの鍵となっており、こ

れらのツールを用いて、「説明責任の遂行」と「組織としての知識の蓄積を通じた学習機能

の確保」の必要性をバランスよく満たすための各組織のニーズ・事情に即した工夫が見ら

れる。  
以下で計画、モニタリング・評価の各段階において、国別プログラムがどう位置づけら

れているかを中心に各機関の共通事項と特徴を説明する。  
 
 
 
 
 
 
 
 

                                          
29  OECD 諸国の 1990 年代の公的部門改革の背景には、経済的要因（財政赤字、構造的問題の表面化、競争の激

化等）、また政治・社会的要因（政府に対する国民の信頼の低下、公的サービスの向上および結果に対する説明責

任の向上への要請）が共通の圧力となったことが指摘されている。（Binnendijk.A, 2000,P5）  
30 その他結果重視マネジメントに伴った変化としては、受益者に焦点（ client focus）、参加とパートナーシップ、

分権化された意思決定システムを支援するためのメカニズム、組織文化の変化などが指摘される。  
31 例えば、デンマーク DANIDA では、本部の事業実施部門を廃し、大使館に権限委譲したほか、プログラム国（重

点国）も 15 に絞られた。また、ドイツ BMZ においても 146 カ国の協力国のうち 70 カ国をパートナー国とし、そ

のうち協力規模の大きな国については 10-15 カ国としている。  
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BOX3-2 「業績測定」と「モニタリング・評価」の変容  

～結果重視マネジメントの導入によりモニタリングが業績測定の枠組みの一環として組み込まれ、

内容的にも結果志向に変化  
業績測定と評価をどう位置付けるかについては各機関独自に整理しており、特に定まった定義はな

いのが現状であるが、業績測定は、「事業実施部門によるプロジェクト・プログラムの業績の対する

定期的なモニタリング・レビューと報告であり、事前に設定された目標の達成についての有効性に焦

点を置く」ことが共通項と理解される。  
近年の結果重視マネジメントに基づく業績測定の導入によって従来明確であったモニタリングと

評価の垣根がそれほど明確ではなくなってきつつある。従来、モニタリングは計画に沿った進捗・予

算支出等の実施状況の把握に、評価は「結果」に焦点をおくという線引きであったが、結果重視マネ

ジメントのもとで業績測定の一環として行われる業績モニタリングは「結果」の測定を強調するよう

になってきている。  
また、モニタリングは内部マネジメントの一部として、評価は専門家による独立の立場で実施され

るという仕切りも、評価が意思決定に資する情報入手・分析手段としてマネジメントの一環に位置付

けられるようになってきており、境界があいまいになってきている。このため、各機関においては、

業績測定であるか評価であるかにかかわらず説明責任と学習効果のトレードオフ 32のバランスをど

うとるかという議論の中でこれらツールの位置付けに再整理が必要となっている。  
出典：Binnendijk.A, Results Based Management in the Development Cooperation Agencies：A Review of 

Experience, a background report presented at the DAC Working Party on Aid Evaluation, February 2000、

P104-107 より作成  

 

(1) 組織目標・戦略と国別プログラム  
結果重視志向の導入により、まず、組織レベルの目標に対し実績を報告するという点が

大きなマネジメント上の課題となった。このため、ほとんどの機関で政策文書あるいは戦

略計画が策定・見直され、「組織の設置目的、目標あるいは優先分野（組織レベルの目標・

戦略）」が明確化された。組織レベルの目標・戦略は外部に対しては組織としての業績測定

の枠組みを明示するほか、内部に対しては戦略的計画策定（Strategic Planning）－組織

のリソースを優先分野に重点配分する－の基準となっている。  
「組織レベルの目標・戦略」は、「部署別目標・戦略」、さらには、「国別プログラム」と

いう形でオペレーション可能な形に具体化されている。（図 3-1 参照）国別プログラムレベ

ルの計画策定と業績報告に活用されている概念整理のツールとしては、リザルツ・フレー

ムワークが多用されている。（図 3-2 参照）  

                                          
32 組織マネジメントの観点からは結果重視マネジメントにより事業が投入・アウトプット志向ではなく、アウト

プットもしくはアウトカム志向となることが意図されている。しかし、業績測定の導入により結果に対する「説明

責任」が厳しく問われるものとして理解される場合、より達成が確実かつ指標データの入手が可能なアウトプット

の設定や達成のための活動に事業の焦点が引き戻される傾向があり、「結果重視」を通じた「事業の改善」という

本質的な主旨に逆行する結果となり得る。また、「マネジメントの改善と学習」という観点は、一定のリスクをと

った上での「失敗」も次の改善につなげるステップとして位置付けていくというマネジメントの姿勢を引き出すが、

「説明責任」に重点をおく場合なるべくリスクを回避した経営姿勢をとるのが自然であり、二つの目的は相反する。 
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図 3-1 組織戦略・目標と国別プログラム  

 
特定の国別プログラムの立案にあたっては、「当該国の開発政策」あるいは「PRSP」な

どが基本となり、その中でどのような目標に対し協力するか（国別プログラムでの協力重

点分野・セクター）という点については、前述の「組織レベルの目標・戦略」が選択基準

とされ、「政策一貫性」の確保が念頭におかれている33。各機関の組織レベルの目標として

は、「貧困削減」や「MDGs の達成」等の非常に高次の目標や、組織として取り組む重点

分野・イッシュー（表 3-2 参照）、さらにそれらを追求するモダリティ・手段の面での政策

として「一般財政支援」、「パートナーシップ」「協調」などを掲げている。  
 

                                          
33 ちなみに、結果重視マネジメントの徹底にいたるまでの大きな障害のひとつは現在実施中の事業やプログラム

が結果志向の考え方のもとに計画されたものではないことである。このため、既存の案件については、過渡期の間

は後付けで整理するなど段階的な移行に取り組んでいる。また、事業の業績測定の枠組みと組織マネジメントの枠

組みは、当初別のものとして並立して存在していた UNDP では、第二次 MYFF(2003-2007)の導入に際しては組織

マネジメントも業績報告の仕組みに統合するなど経営戦略の整理統合も起こっている。  

国レベルでは…
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図 3-2 リザルツ・フレームワークのイメージ図  

国内市場における食
料の入手可能性が高
まる

食糧生産量
の増加

市場の形成
（農業省）

流通効率
の向上

灌漑の改善
（農業省）

農民融資への
アクセス向上
（DANIDA等）

生産技術の
普及
（CIDA)

道路の改善
（世銀）

輸送車両
の改善
（USAID)

 

出典：Binnendijk.A, Results Based Management in the Development Cooperation Agencies：A Review of 
Experience, a background report presented at the DAC Working Party on Aid Evaluation, February 2000、P64
より和訳  
 

また、国別プログラムは、組織のヒエラルキーの末端に位置する在外事務所・大使館レ

ベルの戦略・計画として、組織マネジメント上の重要性を高めている。組織レベルおよび

国別レベルの計画は、約 3 年から 5 年間を対象としており、さらに年度計画にそれぞれ落

とし込まれるという点も各機関で共通している。国別の年度計画は業績測定システムに位

置づけられる年次報告に対応する位置づけにある。  
 

表 3-2 組織レベルの目標の例：DFID の Public Service Agreement（2003-2006）  
（一部抜粋して和訳）  

目標 1 MDGs の達成  

ターゲット  

1. アフリカ 16 重点国における MDGs 達成に向けての進展  
2. アジア 4 重点国 MDGs 達成に向けての進展  
3. 国際システムの有効性の向上  
4. 2005 年までに貿易障壁を減少させることによる途上国の貿易機

会の増大  
5. DFID の二国間プログラムの低所得国への配分を 78％から 90％

に増加させるとともに、「成功」と評価される二国間プロジェク

トの数を増やす。  
 

(2) 計画策定の主体と支援・品質管理機能  
 

では、組織マネジメント上の重要性を増した国別プログラムは各機関においてどのよう

に計画されているのであろうか。国別プログラムの計画策定の主体は、分権組織体制をと

る機関（DFID、DANIDA、UNDP、USAID 等。オランダ、ドイツもその方向）では在外

事務所であるのに対し、世界銀行や米州開発銀行（ IADB）など本部中心の機関では本部

の各地域局である。いずれの機関も結果重視マネジメント導入を期に、計画を含む事業マ

ネジメントのガイドライン・マニュアルの類を策定、あるいは大幅に見直している。  
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特に、分権体制を採用している組織では、同体制の下でもプログラムの質を確保するた

めに、結果重視マネジメントの全体を統括する部署（UNDP の Operation Support Group、
DFID の Corporate Strategy Group など）による結果重視型計画策定の考え方・手法の周

知徹底と研修やアドバイザリーなどのサポート体制を組んでいる。統括部署設置の例とし

ては、DANIDA、BMZ では本部に設けられた計画・品質管理部門が、国別プログラム策

定時に組織戦略との整合性に加え、結果が測定可能な形で計画が組まれているかをチェッ

クし、コメントする機能を組織内に設けている。  
DANIDA では分権化により本部の事業部が完全撤廃され、事業実施の権限がすべて大使

館に移譲された。このため、国別プログラムの中に位置づけられる個別プログラム（一定

金額以上あるいはセクタープログラム）についても大使館レベルの事前調査によって策定

されるようになった。組織としての質の担保については、大使館で作成されたプログラム

デザイン案を本部のプログラムコミティーで DANIDA の政策上の優先事項との整合性を

検証し、本部に設置されている技術審査部門（技術系職員 50 名程度）の審査を受ける体

制としている 34。  
また、米州開発銀行（ IADB）では、国別プログラム（国別援助戦略）に評価可能性が

あるかを、７つの項目（戦略のゴールと実施目標、戦略のフォーカス、対象国の課題、協

議プロセス、リスク、他の事業や援助機関との連携、教訓）からなる「評価可能性プロフ

ァイル」で判定している。  
他方、在外サポート体制の例として、UNDP、UNICEF では本部の支援機能のみならず、

地域支援事務所（Regional Support Facility あるいは Regional Office）に専門性のある

スタッフを配置し、在外事務所の支援を行っている  
上記により各機関では国別プログラムの計画としての質の確保・向上に、なんらかの組

織内部での品質管理・支援機能を設け取り組んでいることがわかる。  
 
(3) 国別プログラムの結果アセスメント～業績測定の導入によるモニタリング・評価

体制の再編  
 

業績測定システムの導入により、国別プログラムの結果をアセスメントする手段は、従

来実施していたモニタリング・評価を含めて見直され、機能分担が図られる方向に動いて

いる。  
まず、国別プログラムに対するモニタリングは、新規に導入された業績測定・報告のた

めの活動の一環として組み込まれる方向で整理され、どちらかといえば組織としての「結

果に対する説明責任」を果たす業務として位置づけられつつある。  
他方、国別プログラムの評価については、機関の制度選択に 2 種類の方向性が見られる。

まず、在外事務所や事業実施部署で悉皆的に実施される比較的簡便な国別プログラム評価

を設け、別途、本部の評価専門部署が組織内の独立の立場で自機関の事業についてレビュ

ーし改善すべき点があれば経営上層部に報告するための評価を設けるという①国別評価

を二段構えで設ける制度設計である。後者の評価専門部署による評価は、「結果に対する

説明責任」に対し、組織としての質的管理・向上のシステムがあるかという意味において

「組織としての改善プロセスに対する説明責任」を確保する手段として理解されている。  
もうひとつの方向性としては、事業実施部署による悉皆的な国別プログラム評価は設け

                                          
34 本体制は 2003 年から導入されたため今後の変更も考えられる。  
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ず、業績報告の内容でそれをカバーしているとしながら、評価専門部署において上記と同

様の観点から国別評価に実施する、②業績測定と国別プログラム評価の相互補完性を念頭

においた制度設計である。  
 以下で、①，②のそれぞれの制度設計を採用する各機関の体制および背景事情をレビュ

ーする。  
①国別プログラム評価を二段構えで設ける制度設計の典型は UNDP である。UNDP で

は、国別の業績報告35とは別に当該国の国別プログラム 1 サイクル中に、同プログラムの

うち 2 つから 4 つの重点アウトカムをとりあげ、アウトカム評価（Outcome Evaluation：
OE）と称する評価を在外事務所が悉皆的に実施することになっている。これに加え、評価

専門部署である本部の Evaluation Office が選択的に実施する国別プログラム評価である

Assessment of Development Results（ADR）が設けられている。  
同様に世界銀行でも、近年全在外事務所において Country Assistance Strategy（以下

CAS）の対象期間終了時に実施する CAS 完了レポート（CAS Country Report）を事業実

施部署による「自己評価」と位置付け、評価専門部署である OED（Operations and 
Evaluation Department)がその内容の妥当性（validity）をチェックし、コメントする体

制をとりはじめている。さらに、OED が CAS の次のサイクルへのフィードバックを目的

として、独立の立場からの「国別援助評価（CAE）」を選択的に実施している。  
他方、②業績測定と国別プログラム評価の相互補完性を念頭においた制度設計を採用す

る機関は二国間援助機関に比較的多く、事業実施部署のモニタリングおよび業績報告で「結

果に対する説明責任」に関する組織としての義務は果たすことができると位置づけ、国別

プログラムに対する評価を別途悉皆的に実施することは必須としていない。むしろ、国別

プログラムに対する評価は、当該事業実施部署あるいは組織戦略上の必要に応じ、適宜評

価専門部署が直接行うか、あるいは事業実施部署が実施し評価専門部署がこれに対する支

援を行うものという位置付けとなっている。  
これは二国間援助機関における業績測定システムの導入による報告業務負担増に加えて、

さらに事業実施部門の「自己評価」を実施することになれば、時間・労力を要するのみな

らず、評価あるいは対象分野の専門的知見が必要となるが、これを多くの二国間援助機関

の分権化の進んだ体制のもとで確保することは困難であるという事情を反映しているとも

考えられる。前述の二段階での国別プログラム評価を設けている UNDP、UNICEF などに

おいては、本部評価部門の支援のみならず、各在外事務所の機能を支援する地域支援体制

（Regional Facility や Regional Office など）を整備し、さらに国際コンサルタントを雇

用するなどして、質の確保への支援を行うなど比較的リソース面での制約が緩和されてい

る側面は否めない。  
また、②業績測定と国別プログラム評価の相互補完性を念頭においた制度設計の中で、

国別プログラム評価の位置付けが最も小さいケースとしては、USAID とオランダ外務省

があげられる。USAID の国別プログラムは、組織レベルの戦略目標（SO：Strategic 
Objectives）のなかから在外事務所が当該国の状況に即していくつかを選択し、当該目標

についてそれぞれ計画をたてる形で策定される。毎年の状況は業績測定システムである

Annual Reporting System を通じて報告され総括される。他方、評価は、あるマネジメン

                                          
35 UNDP 全体の業績の報告は毎年 Result-oriented Annual Report（ROAR）でなされている。ROAR の材料とな

る国別のモニタリング結果については、Regional Bureau ROAR および Country Office ROAR という形でとりと

められて本部に提出される。  
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ト上の問題意識に対する回答を導くためのシステマティックな分析であるとし、業績報告

とは一線を画すものとして位置づけられており、以下の場合など評価が必要と考えられる

場合において、在外事務所に設置された SO チームが評価を実施することを推奨している。 
・ 重要なマネジメント上の意思決定が必要とされる場面 

・ 活動に対し十分な成果が得られていない時 

・ 重要な成果が達成されている場合 

・ リザルツ･フレームワークのよって立つ仮説や前提に有効性に疑念が生じた時 

SO の達成度に関する評価は、SO に対する活動の実施期間内に少なくとも 1 回は実施す

るように推奨されている。  
これに対し、オランダ外務省は現在のところ国別プログラム評価を実施しないという方

針を打ち出している。これは過去の国別プログラム評価は報告書完成までに時間がかかり

すぎ、政策サイクルに匹敵する長さを評価に費やしてしまったことから、内容としての妥

当性を失ってしまったなどの反省に基づいている。オランダ外務省では、前述の改革の結

果、計画、モニタリングの質が向上するにつれて意味のある国別プログラムの評価ができ

るようになるとは考えているが、当面は国の中でのテーマや分野ごとの評価に力をいれて

いく方向である。  
逆に、②業績測定と国別プログラム評価の相互補完性を念頭においた制度設計をとる機

関のなかで、国別プログラム評価の位置付けを高めようとしているのは DFID である。

DFID ではこれまで国別プログラム評価の実績はなく、2001 年から事業実施部門による

Country and Regional Strategy Review をこれまで 8 カ国・地域に実施した実績があるの

みである。しかし、事業マネジメント自体が「国」という単位でなされる傾向が強まり、

さらに英国監査局により、上記  Review を DFID 内の評価専門部署である評価局による国

別プログラム評価に代替させるべきであるという提言がなされたことを受けて、2002 年よ

り国別プログラム評価の実施手法について、ブラジル、ルーマニア、カンボジアの 3 カ国

をパイロットに試行・研究を行い、実施の手法案についてとりまとめている。今後、パイ

ロットスタディの結果を受けて総括報告書を作成するとともに、国別プログラム評価の手

法を開発し、ローリングプランにもとづいて実施する予定である。ただし、分権化により

各国の国別プログラム自体のサイクルを本部では把握することが困難になっており、適時

の実施を確保することが今後の課題となっている。  
また、これら 2 つの制度設計の類型にあてはまらないケースとして、UNICEF では極め

て分権的なマネジメント体制のもと、「国別プログラム評価」自体を在外事務所で実施する

方向で、他ドナー動向の分析、パイロット評価の実施と手法開発を進め、また地域事務所

での支援体制を強化する方向で動いている。  
 
(4) 業績測定の体制・ツール・動向  
 
1) 年次業績報告（Annual Performance Report）  

前述のとおり業績測定システムの導入にともない、各機関とも 3～5 年の組織レベルの

戦略目標・計画から落とし込んだ年次計画に対し、各事業実施部署の年次業績報告をとり

まとめて組織レベルの年次業績報告書として提出・公開している。  
例えば、DFID では、財務省を事務局とする政府との間で当該 3 年間に達成すべき目標

を含む Public Service Agreement（PSA）を結んでおり、現在実施中の第 2 次 PSA（2003
～2006）では、途上国における貧困削減を最終目標とし、その下に 4 つのサブ目標と 6 つ
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のターゲットを位置づけている。DFID はプロジェクトレベルから目標に対する指標を測

定して積み上げ、その結果を国（在外事務所）、地域（地域局）、組織全体という形で最終

的にとりまとめて政府に報告している。  
 

2) モニタリング・評価計画の早期策定  
在外事務所レベルでは、国別プログラムのコンポーネントである個々のプログラム・プ

ロジェクトレベルのモニタリング結果などを集約し当該事務所の年次業績報告とするが、

モニタリング・評価のための費用計上や、評価可能性の確保のため、国別プログラムある

いは個別プログラムの計画段階、あるいは年次計画の策定段階において、モニタリングお

よび評価計画を立て、本部の承認を求めるような仕組みをとっている機関がある。  
USAID では国別プログラムの承認 1 年以内に業績管理計画（Performance Management 

Plan）の本部承認が必要な体制になっており、また、UNICEF では、国別プログラムと併

せて作成される国別プログラムマネジメント計画の一部として統合モニタリング・評価計

画（IMEP：Integrated Monitoring and Evaluation Plan）を策定している。世界銀行も

Result-based CAS にはモニタリングテンプレートを含めている。  
また、各事業実施部署のモニタリングの具体的な手順・手法については、マニュアルや

各種ツールの提示、研修などの形態で必要な知識が組織にいきわたるようにしている。  
 
3) データベースおよびレーティングの活用  

組織全体の業績を報告するためには、在外事務所や本部各部門からそれぞれの結果を組

織レベルでとりまとめ可能な形態で報告してもらう必要がある。総括する結果については、

プロジェクトのアウトプットをとりまとめるか、国のセクターレベルの指標をとりまとめ

るかという両極があるが、前者の場合はとりまとめたところでそれが組織目標レベルに対

し、何をなしたかという十分な説明にはならない上、後者については指標の変化が緩慢か

つ特定機関のパフォーマンスのみで変化を説明することはできないという問題が生じる。

また、プロジェクト・プログラムの直近の目標とするレベルのアウトカムは内容・レベル

とも多様であり、事情のちがう各国のプロジェクト・プログラムを一律の指標を持って総

括するということは適切ではない。  
他方、業績測定システムの導入の結果、組織全体として実施しなければならないモニタ

リング・評価・報告、さらにそれらのとりまとめ業務は各機関で確実に増加した。これら

2 点の問題を克服し、効率的に必要な情報を収集して総括するための各機関の工夫として

は、レーティングとデータベースの構築があげられる。  
レーティングはプロジェクト・プログラムが意図していた目標に対する達成度を評点付

けしてとりまとめ、国別プログラムや組織全体のポートフォリオにおいてどれだけのプロ

ジェクト・プログラムが良好な業績をあげているかということを示すツールとして用いら

れている。  
また、業績測定の基幹ツールとしてデータベースを構築し、活用している組織としては、

DFID と USAID がある。また、レーティングを使用している例としては DFID、DANIDA、

かつて使用していたがとりやめた例としては USAID が挙げられる。以下、具体例を機関

ごとに紹介する。  
 

ア ) DFID 
DFID の PRISM（Performance Information System for Management）というデータ
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ベースは、プロジェクト情報と予算・経理情報の双方がひとつのデータベースで管理され

ている上、実績情報についてもモニタリング結果が定期的に更新されるシステムである。

実績情報については、末端のプロジェクトレベルの結果から最終的に組織戦略レベルのと

りまとめをおこなうために、プロジェクトごとに目標達成可能性について 4 段階、目標達

成のリスク度について 3 段階でレーティングし、これらの結果を入力することになってい

る。PRISM の情報は、事務所別、セクター別、リスク度別、国別ポートフォリオの目標

達成に向けての進捗状況などさまざまなカテゴリー分類で検索し、随時内部の人間であれ

ば誰もが情報にアクセスすることができるようになっている。PRISM への情報の入力は

各在外事務所を中心に実施されるが、定期的な入力を徹底するために本部では入力状況を

モニタリングし、提出期限後 48 時間たっても入力がない場合は本部からの警告後送金が

止まる仕組みとなっている。  
さらに、年次報告については、個々の国別の結果に関する情報が公開されるのではなく、

各国の結果を地域別等に総括したものが DFID Departmental Report および Annual 
Autumn Performance Report（PSA 進捗状況報告）として公開されている。DFID の組織

レベルの戦略目標（ target：2003-06 においては 5 つ）に対し設定された指標について信

号方式をとりいれるなど非常に単純化したプレゼンテーションの形式をとっている。

（BOX3-3 参照）  
 

BOX 3-3 DFID Annual Autumn Performance Report の信号方式  

青：目標（指標値）を順調に達成できる軌道上にある。 

黄：現時点で達成状況について判断できない。 

赤：目標達成の経路から逸脱している。 

グレー：データが入手できないため判断できない。 

○ ：今後の見込みについての判断 

 

例：Target1＝アフリカ 16 重点国における MDGs 達成に向けての進捗  
指標  進捗   

指標１：現在対象地域

で 48％である貧困率

の持続的な低下  

判断は時期尚早。サブサハラアフリカの最新の貧困ライ

ン以下の人口比率は 49％。今期 PSA 開始から半年の時点

であるため貧困人口が低下にむかっているのかも判断で

きない。貧困率の微増も観察されるが統計的には有為で

ない。  

 

出典：DFID,2003 Annual Autumn Performance Report

 

 

イ ) DANIDA 
また、DANIDA も国別プログラムおよびセクタープログラムについて、国別戦略の目標

達成度のほか、横断的イシューやドナー調整などを含む項目について 4 段階のレーティン

グを行い、地域、 DANIDA の協力重点国全体等でとりまとめ、年次報告（ Annual 
Performance Report）としている。とりまとめとしては以下の BOX3-4 に見られるように

きわめて簡易なものである。  
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BOX 3-4 DANIDA 国別プログラムのレーティング項目  
 

・国別戦略の目標達成度  
・横断的イシュー（DANIDA の政策重点であるジェンダー、環境、人権・民主化）について

の目標達成度  
・DANIDA が支援しているセクターの目標達成度  
・PRSP の進捗状況  
・ドナー調整の進展  
・パートナー国のガバナンス改善状況  
 

表：レーディング基準  
スコア  定 義  

 a 非常に順調。戦略あるいは計画の変更は必要ない。 

 b 順調。 規模の小さい問題が発生するかもしれないため微調整が必要となる可能

性あり。 

 c やや順調とはいえない。戦略あるいは計画の変更が必要。 

 d 順調でない。活動の妥当性と自立発展性を阻害する状況が発生しつつある。大

規模な軌道修正や整理が必要である。  

  
Annual Performance Report2003 では、国別戦略の目標達成度は以下のような図およびコメントを

用いて説明されている。  
 

 
 

 

国別プログラムのアセスメントにおい

ては 2 件が例外的な存在となっているが、

まずエジプトでは、同国の改革へのコミッ

トの遅れから進捗状況が D と評点づけら

れ、同国に対する国別プログラムは 2003

～2008 年の間に段階的に終了に向かう予

定である。C の評点を得たネパールは、制

度面の脆弱さや目標達成度の低さが指摘

されている。  

図：国別戦略の目標達成度  
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ウ ) USAID 
一方、USAID は業績測定システムの導入（1995 年）以降数回システム改善を行ってお

り、第 2 次改善の一環として 2001 年に Annual Reporting System という業績情報のデー

タベースを導入した。USAID は、在外事務所（Field Mission）への権限委譲が進んでお

り、計画の策定、実施からモニタリング評価まで、原則として在外事務所の裁量に任せて

いる。こうした体制のもと USAID は、従来、組織レベルの戦略目標（Strategic Objectives）
のうち、当該国の現状に適切なもの数点を選択して国別プログラムレベルの戦略目標とし

て位置付け、それぞれ 15～20 の指標を各国事務所レベルで測定し、Results Review and 
Resource Request（通称 R4）レポートという形式で毎年本部に提出していた。しかし、

こうして提出された指標データ数は毎年 6000～8000 にのぼり、これらをとりまとめ、組

織として USAID が何を当該年度に達成したのかを提示することが非常に困難であった 36。

このため、2001 年に従来の業績報告の負担と無駄を見直し、情報量を必要最小限に絞った

ほか、結果についても 3 段階の簡素なレーティングを行う形で Annual Reporting System
を設計し、導入した 37。しかし、2004 年には、客観性の確保や基準を各国間で均質にする

ことなどが非常に難しいため、レーティングをとりやめている。そのかわりに、もともと

レーティングの判断材料となっていた指標を必要最小限に限定し、これら指標及び指標の

解釈に必要な背景となる説明をコンピュータ入力するようにしており、背景情報も重視す

るように構築しなおされた。これは、プログラムでは一定の成果を出しているが、タイム

ラグ等により指標にそれが必ずしも反映されていないようなケースもあるほか、過去にお

いてそれら指標値が必ずしも USAID 単独の努力の結果として達成されたものではないこ

とを明記しないのはおかしいなどという批判をうけたことにもよる。  
 

4）プロジェクトレベル報告義務のリストラクチャリング  
業績測定の導入による業務負担増に伴い、既存の報告義務を整理した機関もある。  
UNDP は、結果重視マネジメントを導入した第 1 次 MYFF の期間中から継続的に事業

実施の手法や組織マネジメント自体の変更を重ねてきている。特に、MYFF 導入の 2 年目

には、特にプロジェクトレベルのモニタリング業務を中心にモニタリング・報告業務を合

理化、簡素化し（必須のものを任意化、コンピュータ活用、様式変更など）、内容的にはア

ウトプット重視、かつ組織としての必要性に応じメリハリをつけられるように制度変更し

た。（表 3-3 参照）  
さらに、第 2 次 MYFF の開始冒頭に、UNDP の Operation Support Group は、モニタ

リングと報告に関し報告義務の一層の整理が必要という認識のもと、表 3-4 のとおり、指

標の改善や説明責任と学習など多様な目的に応える報告を策定するなどの方向性を打ち出

している。 

                                          
36 Leon S. Waskin, Talking Points of Technical Workshop on Results-Based Management, Paper presented at 
the International Round Table on Better Measuring, Monitoring for Development Results, June 5 and 6, 2002 
at the World Bank headquarters. 
37 報告先（議会、Office of Management and Budget, President Office など）に合わせて報告内容を整理できる

ように電子情報で報告すべき内容をすべてカバーし、必要な形態に整理することができるようなシステムを作り活

用。情報の種類としては、本部かが必要とする、パフォーマンス結果、定性的説明や、予算書及び予算説明に必要

な説明事項、組織全体のパフォーマンスを把握する際に使用する指標など。  

62



 

表 3-3 UNDP 第 1 次 MYFF の導入 2 年目に行われたモニタリング・評価の簡素化  

ツール  簡素化前  簡素化後  

評価  
（プロジェクト）  

100 万ドルあるいは協力機関 10 年

以上のプロジェクトについては必

須。  

必須事項ではなく任意実施とし

た。国別プログラムサイクル中に

一定数のアウトカム評価（OE）を

実施。  
評価計画  3 年間のローリングプランである

国別評価計画を国別プログラムの

承認後策定。  

国別評価計画をコンピュータ化

し、提言の実行追跡システムを組

み込んだ。評価部門からフィード

バックあり。  
プロジェクト評価

情報票（PEIS）  
評価チーム総括によるプロジェク

トのレーティング。  
廃止。レーティングはコンピュー

タ化された評価報告書の一部にな

り評価部門の DB へ。  
3 者レビュー  在外事務所（CO）が年 1 回政府お

よび実施機関と協議。  
必須ではなく任意へ。意思決定は

プロジェクト運営委員会等で行

う。  
年次プロジェクト

報告（APR) 
当該年度における受益者、プロジ

ェクト運営者、政府、UNDP それ

ぞれの立場からのプロジェクトの

アセスメント  

様式を変更し、より短く、アウト

プットおよびそのアウトカムへの

貢献に焦点をしぼった内容とし

た。  
終了時報告  実施機関による終了時報告。  廃止。とりまとめられていた今後

への教訓は APR で対処。  
現地視察  在外事務所スタッフによるプロジ

ェクト訪問（年１回）  
定期的な訪問は推奨。結果重視志

向の強化。  
年次レビュー  進捗をとりまとめ事務所年次報告

を作成するための会議  
国レベルでの進捗状況を確認する

ためのマネジメントおよび関係者

対話。年次報告の基礎。  
国別レビュー  悉皆的に国別プログラムの 1 サイ

クルにつき 1 回。  
必須から任意へ。  

出典：UNDP, Operation Support Group のプレゼンテーション資料  

 
表 3-4 UNDP の報告業務の改善の方向性  

 
結果重視マネ

ジメント導入

前の状況  
第 1 次 MYFF 期の状況  第 2 次 MYFF 期の改善の方向性

モニタ

リング  
投入志向。プロ

セスベース  
アウトプット中心。レーティング

は本部でなされ在外事務所への

フィードバックが不足。学習効果

は限定的。  

指標の改善。レーティングは自己

評価的に行い、監査でその妥当性

確認。  

報告  多 数 の報告 チ

ャ ン ネルが あ

っ た が一貫 性

がなかった。  

ROAR を通じた結果志向の報告

導入。外部への説明責任のための

非常に煩雑なプロセス。マネジメ

ントや学習的価値は限定的。  

多様なニーズに応える利用価値

の高い組織レベルの報告。  

出典：UNDP, Operation Support Group のプレゼンテーション資料  
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3-1-4. 国別プログラム評価の技術的課題  
～プログラムを評価する上での計画、手法上の課題に各機関はどう取り組んでいるのか 

 

ポイント  
・帰属の検証、国別プログラムの評価可能性およびこれらから派生する評価労力高  
・帰属から貢献への評価の発想の転換  
・計画の適正化と、評価作業の簡素化の模索  
 

国別プログラムの技術的課題としては、特定機関の事業の結果と開発アウトカムレベル

の変化の因果関係の立証が困難であること、また、国別プログラムが必ずしも評価可能な

計画となっていないこと、さらにはこうした評価上の技術的な難しさもあり評価にかける

ワークロードが膨大となる傾向があることがあげられる。本節では、こうした課題に対す

る主要援助機関の共通認識、主な対処の方向性について概説する。  
 
(1) 帰属（Attribution）の問題と対処の方向性  

国別プログラムの計画・モニタリング・評価において、各機関が共有している技術的か

つ根本的な問題は、ある期間にある国に起こった現象と自機関の当該機関における活動と

の因果関係（帰属）をどのように立証するかという点である。  
MDGs や PRSP で設定されている目標レベルの変化や長期的な開発アウトカムの発現は、

他ドナー及びパートナー国に対する官民双方を含む多くのアクターの活動の結果のほか、

民間部門の活動や場合によっては国際的な情勢など複数の要因に影響を受ける。こうした

状況の中、国レベルの変化について特定機関の援助と他の機関の援助、あるいは援助と援

助以外の要因をよりわけて厳密に「帰属」を明らかにすることにこれまでの国別プログラ

ム評価は努力を傾注してきたといえるが、特定のプロジェクトやセクターに比べて厳密な

意味においてこれを明らかすることははるかに困難である 38。  
こうした技術的な難易度の高さは「帰属」の厳密な立証を含むインパクト評価には多大

な時間と労力を要する傾向をもたらしている。こうした評価コストに比し、その厳密性の

もたらす付加価値という観点から、コストと情報の質のバランスを確保し、入手可能な範

囲の情報から常識的に判断できる「可能性の高さ（plausibility）」を確認することでも十

分ではないかという認識にいたっているのが現状である。  
 
対処①「貢献」概念の使用及び「開発アウトカムと組織のアウトカムの区別」～他のアク

ターとの関係の中でどれだけ自機関が目標に貢献しえたかを評価  
前述のとおり、特定機関の援助のインパクトの検証の難しさおよび厳密性のもたらしう

る実務上の付加価値についてはそれほどの期待ができないという考え方に基づき、まず、

各ドナーでは「帰属」を厳密に追及するということよりはむしろ、特定機関が開発アウト

カムに対し、どのように適切な形で「貢献」したかという観点に国別プログラム評価の発

想を転換しつつある。また、国レベルの開発アウトカムに対し、「対象国政府や他の援助

機関との協力を通じて達成されるべきアウトカム」と「特定機関が直接に達成しうるアウ

                                          
38 検証の手段のひとつであるカウンターファクチュアル(反事実的状況)の設定は国レベルでは極めて難しく、他

方、プログラムセオリーを活用する場合においても開発アウトカムまでの経路が複雑である上、その中での援助位

置付けが中心的であるとは限らないなど困難を伴う。  
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トカム」を明確に区別するようになってきている。たとえば、世界銀行では、前者を「開

発アウトカム（development outcome）」、後者を「組織のアウトカム（agency outcome）」
とし、前者を、最終的に目指し「貢献」するが「帰属」の検証は難しい、より長期のアウ

トカムであり、特定の機関の管理・コントロールを超えたものとしている。他方、「組織の

アウトカム」については特定の機関で一定の管理・コントロールが可能な直接的かつ「帰

属」の検証もなし得る中間アウトカムレベルを指し、当該機関が説明責任を有するとして

いる。また、開発アウトカムは複数のアクターが共同で達成するものという認識のもと、

自機関以外のアクターの貢献を促進するような活動をいったかという観点も国別プログラ

ム評価の対象となるという考え方に立つ。  
「帰属」と「貢献」の発想の違いが国別プログラムの評価の視点・構成にどのような違

いをもたらすかをもう少し詳しく説明しよう。  
図 3-3 の①で示されるとおり、従来の「帰属」の発想によれば、国別プログラムの評価

（インパクト評価）は、「開発アウトカム」の変化と特定機関のとの帰属を立証する必要が

あり、このため評価においては影響を与えた多様な要因をひとつひとつ取り除き、自機関

の事業効果の発現・波及経路を検証するという作業が必要となる。  
一方、「貢献」の発想では（図 3-3 の②）、特定機関の援助と「開発アウトカム」レベル

の変化の因果関係の「可能性の高さ（plausibility）」を、事実関係を積み上げて検証する

ことになる。つまり、特定機関がもたらしうる「組織のアウトカム」と開発アウトカムと

の帰属の検証を必ずしも厳密には行わず、開発アウトカムの達成に向けた当該国の戦略や

政府機関及び他ドナーを含む全体の取り組みにおける特定機関の位置付けを検証し、さら

に各アクターの取り組み状況と当該機関の業績、さらには開発アウトカムの発現状況を確

認し、数量的な解析の結果ではなく、事実を論理的に積み重ねる形で説得力のある分析を

行うのである。さらには、開発アウトカムに向けての全体的な取り組みとの整合性の観点

から、特定機関の戦略から事業レベルまでの「政策の一貫性」についても評価の視点とし

て組み込まれるようになっている。加えて、多くのアクターが整合性のある取り組みを行

うことが一層効果的であるという考え方に基づき、アクター間のパートナーシップの状況、

また、その促進にどれだけ貢献したのかをも視野にいれる。  
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図 3-3 国別プログラム評価における発想の転換  
 
①これまでの国別プログラム評価の発想 

「帰属」＝自機関の協力と開発アウトカムの因果関係（太線枠内）を抽出し、他のアクタ
ーの影響（点線）をより分けるかがポイント 

 

 
 
②転換後の国別プログラム評価の発想 

「貢献」＝パートナー国の開発戦略の中に位置づけられる開発アウトカムに対し、 
①必要な取り組みのうちどこに自機関のプログラムを整合性ある形で位置付
けているか、 
②自機関のプログラムで所定の期間内に達成すべきアウトカム（中間アウトカ
ム）の達成度、及び 
③他のアクターの活動および協調状況を持って開発アウトカムに対し、アクタ
ー全体および自機関の貢献があるか検証 

開発アウトカム

中間目標
３

中間目標
２

中間目標
１

自機関の
プログラム

他ドナー

他ドナー

他ドナー
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パートナー国政府
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国際情勢等

開発アウトカム 中間アウトカム アウトプット
1 自機関
2 相手国政府
3 他ドナー1
4 他ドナー2
5 他ドナー3
6 他ドナー4
7 他ドナー5
8 NGO 1
9 NGO 2
10 民間部門

その他国際情勢など

A

相手国の開発戦略
    開発アウトカム　A
    開発アウトカム　B
    開発アウトカム　C
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    開発アウトカム　E
    開発アウトカム　F  …
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こうした貢献の発想に基づく国別プログラム評価が浸透しつつある状況は、各機関の報

告書の構成および内容の変化や国別プログラム評価のマニュアルに記載された目的などか

らも読み取ることができる。（表 3-5 参照）  
 

表 3-5 主要援助国・国際機関の国別プログラム評価のマニュアルに見る国別プログラム

評価の目的  

 国別プログラム評価の目的  出典  

世界銀行  CAE 

CAE は、相手国の全体的な開発の進展ではなく、世界

銀行の支援プログラム（assistance program）のアウトカ

ムを評価する。 
支援プログラムのアウトカムの評価と世界銀行のパフ

ォーマンス評価を区別する必要がある。 

CAE 手引書（Country 
Assistance valuation: 
A Primer） 

UNDP ADR 
・UNDP 事業の戦略的位置付けのアセスメント 
・UNDP が貢献した開発アウトカム 

各種 ADR の TOR 

DANIDA 

DANIDA およびパートナー国に対し、既存の協力戦略

の改訂に資する過去の事業の実績を提示し、かつ国別プロ

グラムの改善に資すること。 
・ 対パートナー国への開発協力の実績・成果を評価し、

デンマーク政府並びにパートナー政府に対して、デン

マークの協力戦略、そして PRSP に関連する国別プロ

グラムを変更・改良するための基礎(資料)を提供する

こと 
・ デンマークのパートナー国やその他の地域に対する開

発支援の準備と実施にとって役に立つ、個別具体的あ

るいは一般的な経験を抽出すること。 

DANIDA 評価ガイドラ

インおよび各種国別評価

報告書 TOR 

DFID 

TOR1:国別プログラムの目標およびパートナー国の政策

プライオリティおよび DFID の組織目標との関係

におけるロジックの適切性 
TOR2:最終目標に対するプログラム（介入）、DFID 側の

制度・体制、比較優位、人材確保についての妥当性

TOR3:プログラム計画が活動に転化されるまでの効率性

（人的・物的リソース、関係者との協力・調和、政

策対話・影響力確保、財務的手段、および DFID の

開発パートナーとしての質 
TOR4:プログラムの貧困削減に向けての中間目標達成に

向けての有効性、および達成を測定・モニターする

体制の是非 
TOR5:インパクト・自立発展性について何かいえるか 
TOR6:プログラムが貧困・ジェンダー、環境についての主

流化をどのように行っているか 

国別プログラム評価パイ

ロットの TOR 
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例えば、世界銀行の評価専門部署である Operation and Evaluation Department（OED）

の国別援助評価（Country Assistance Evaluation）報告書及び手順書（Primer）では、「パ

ートナー国の一定期間における開発アウトカムの達成状況」と「世界銀行の事業のパフォ

ーマンス」を明確に区別し、相手国およびパートナー国との調和のとれた事業実施、援助

調整やパートナーシップの喚起、などについても事実関係を整理し、世界銀行の「貢献」

を「数量的に厳密な形」ではなく、「事実関係に基づいた論理的な説明」をもって評価する

としている39。また、アウトカムの達成度は「パートナー政府のパフォーマンス」につい

ての判定とも同義ではないことに留意することが必要であるとしている。  
 
また、UNDP の評価専門部署の実施する国別評価である ADR の主眼は、「UNDP 事業

の戦略的位置付けのアセスメント」と「UNDP が貢献した開発アウトカム」におかれてい

る。まず、「戦略的位置付けのアセスメント」においては、開発課題の解決に向けて、パー

トナー（当該国政府、他ドナー、他の国連機関、民間部門など）との関係（協調、パート

ナーシップ構築など）において UNDP がもたらすことのできた付加価値について重点がお

かれている。また、「開発アウトカム」の評価に際しては、当該国の開発状況および政策の

主要な達成事項を把握し、次に、同結果に影響したと考えられるその他の要因を把握した

上で、国家レベルの開発アウトカムに UNDP の事業が貢献したということが納得性をもっ

ていえるかについて考察している。ADR は、開発アウトカムの現状については触れるもの

の、インパクト（長期的な開発アウトカムの発現）を評価するものでもなく、さらに開発

アウトカムに対する直接的な「帰属」を評価するものではないとしている。  
さらに、DFID が 2003 年に実施した国別プログラム評価（3 カ国をパイロットとして実

施）においても、DFID の援助のインパクトを評価するのではなく開発プロセスにどのよ

うな付加価値をもたらすことができたかについて、対象国における DFID の活動の適切性

および妥当性、対象国政府の政策との一貫性、国際的な開発目標とのリンクを評価するこ

とが TOR に盛り込まれている 40。  
上記より、各機関とも厳密な「帰属」の概念の適用については一定の範囲にとどめ、「貢

献」の発想に基づく国別プログラム評価を行いつつあることがわかる。  
 

対処②合同評価  
また、「帰属」の問題の解決方法としては、開発アウトカムの実現に貢献する多様なくア

クターを取り込んでしまう方法、つまり合同評価が有効であろうと考えられている。ただ

し、これまで国別プログラム評価において合同評価が実施された実績はない。これは、有

用性について異論を唱えるドナーは少ないものの、評価の枠組みや成果品のイメージの共

有について各国それぞれの関心があることや、国別プログラムのサイクルも異なるなどの

                                          
39 他方、こうした評価を可能とする目標と事業の適切な関係性の確保のためには、世界銀行においては学術的に

明らかになっていることのほか、組織内の既存の調査結果や知識の蓄積を使っている。OED によれば、世界銀行

においては CAS 作成のためマクロおよびセクターの分析にあたっては、過去の分野および当該国についての蓄積

があるのでそれほど追加リソースを必要とはしないほか、オペレーションに関する知識、相手国との対話などを生

かすとともに、過去の CAS の経験をフィードインして作成しているとしている。  
40 ただし、DFID では、国別プログラムの「貢献」の概念に基づく評価についても、「開発アウトカム」レベルの

指標の変化をまず確認し、その変化に対する特定機関の貢献を検証していくトップダウン・アプローチと、特定機

関の活動結果をプロジェクトレベルから国レベルまで積み上げていくボトムアップ・アプローチの２つがあるが、

前者の場合は特定機関の援助が実際に開発アウトカムにどの程度貢献したのかが不明確との問題、後者の場合は活

動レベルから積み上げていった結果と開発アウトカムの間に大きなギャップが存在するため、技術的に難しい点は

残ると指摘している。（DFID（2001）, How Effective was DFID?-Development Effectiveness Report） 
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オペレーション上の困難さや調整役の負担を誰が負うかなどの問題を軽減するような実施

の手法が解決されていないことが一因である。また、計画自体が合同で立てられていない

場合には、評価のみを合同で実施することに困難が伴うことも事実である。  
 
(2) 国別プログラムの評価可能性の問題と対処の方向性  

もう一点各機関共通の問題として挙げられているのは、国別プログラムが必ずしも評価

可能（evaluable）な形で計画されていない、つまり、国別プログラムの目標が明確でない、

構成要素にも戦略的一貫性がない、あるいは指標が適切に設定されていないため評価が難

しいという点である。これについては国別プログラム計画のデザイン上の難しさと時期的

な問題の２点が背景にある。  
 
まず、国別プログラムの計画の問題に関しては、前節で述べた「貢献」の概念を国別プ

ログラム評価に取り入れたとしても、特定機関の実際の援助と「組織のアウトカム（中間

アウトカム）」の関係の検証は求められるため、プログラム自体が適切に計画されているこ

とは欠かせないことを理解する必要がある。また、前述のとおり、業績測定のシステムの

導入は、組織の末端からの業績情報を積み上げて組織としての全体を総括報告することを

要請するものであり、そのためには国別プログラムを含む戦略・計画自体が総括可能な形

（一貫した政策体系）で立案されることが求められる。  
こうした要請に対応するためには、プログラムのデザインの段階から、開発アウトカム

レベルの目標及び指標と、当該機関の活動及びアウトプットとの間をつなぐ適切な中間レ

ベルの目標及び指標の設定が必要である。このため多くの機関が国別プログラムにおいて

マトリックス型のリザルツ・フレームワークを活用して因果関係の「仮説」を立てている

が、中間アウトカムの設定およびその「仮説」の質の確保 41については各機関とも最も困

難と認識しており、“missing middle”と称される共通の課題となっている。  
 
一方の時期的な問題については、前節 3-1-2 で述べているとおり、各機関とも結果重視

志向のマネジメントを本格的に導入したのがごく近年のことであり、国別プログラム評価

の対象となるプログラム・プロジェクトが、必ずしも現在の計画・評価の考え方に基づい

て策定されたものではないことが一因である。さらに、複数の機関から指摘されているよ

うに（DANIDA、オランダ外務省など）、プログラム化の思考は 1990 年代前半から国際社

会において共有されるようになってきたものの、実際の事業のリストラクチャリングは非

常にゆっくりとしたペースで進んできた。このため、現段階で実施する国別プログラム評

価については、基本的に事後的にプログラムとみなして評価しているため、当然ながら評

価に技術的な難しさをともなうものとなっている。  
 
対処③国別プログラムの質的改善～リザルツ・フレームワークの活用  

国別プログラムの評価可能性改善の取り組みに際し、国別プログラムの目標・指標体系

の整理にリザルツ・フレームワーク（Results Framework）と称される枠組みを用いてい

る機関も多い。ただし、リザルツ・フレームワークは、作成に一定の専門知識と労力を要

するため、その精度や全ての国別プログラムについて悉皆的に作成するかについてはばら

                                          
41 アウトプットとアウトカムの因果関係が学術的に検証されているものもあるが、全ての関係についてそうした

検証結果が確保されているわけではないため、経験則や常識に基づき因果関係の仮説が組まれているケースもある。

また、こうした既存情報の入手にかけるリソース制約もある。  
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つきが見られる。前述のとおり、技術的な困難がともなうのは、国レベルの「開発アウト

カム」（相手国を含むパートナー全員の努力で実現）と自機関の「組織アウトカム」の関係

を整理し、適切に「組織アウトカム」（中間アウトカム）およびその指標を設定する点に集

約される。  
比較的厳密かつ詳細な形でリザルツ・フレームワークを導入しているのは UNDP である。

UNDP の国別のプログラムは、在当該国の国連機関合同で実施される現状分析に基づいて

策 定 さ れ た 国 連 機 関 全 体 の United Nations Development Assistance Framework
（UNDAF）の中に位置づけられる。こうした国連全体の枠組みのもと、UNDP 単独の国

別プログラムは、Country Programme Document（CPD）としてとりまとめられ、さらに

UNDP 独自のリザルツ・フレームワークを作成している。（3-2-2「UNDP 国別プログラム

評価とモニタリング」の表 3-9 参照）  
また、世界銀行は従来の国別戦略（Country Assistance Strategy:以後 CAS）について

の 2003 年に実施された第３次 CAS レビューの結果、「結果」重視の観点が最も弱い 42とし

て、７カ国について Result-based CAS の策定試行を行っている。各パイロット CAS のリ

ザルツ・フレームワークの構造は若干の違いはあるもののほとんど共通であり、例えばカ

メルーンの CAS では、「カメルーンの長期的な課題」に対し、「CAS のカバーする３年間

に世界銀行が影響を及ぼしうる CAS アウトカム」、さらに下位に「CAS アウトカムへの進

捗を測定するためのアウトカム」を設定し、その下に個々の活動を位置付けている。  
これに対し、二国間機関では国別プログラムの論理構成を明確化するという点について

の考え方は変わらないが（政策体系の構築）、自機関の組織目標をリザルツ・フレームワー

クの最上位目標におき国別プログラムの取り組みを位置付けるケース（USAID）、自機関

の国別プログラムをリザルツ・フレームワークで整理し、別途 PRSP や MDGs との対応を

整理するケース（DFID・作成は悉皆ではない）ものがある。さらに、DANIDA、オラン

ダ外務省などについては現時点ではそこまで厳密なリザルツ・フレームワークは作成して

いない。  
 
対処④評価対象を変える～国別プログラムのアウトカムではなくプロセスを評価  

国別プログラムの評価可能性の問題から、当面自機関のプログラムのアウトカムについ

ても評価しないという選択をしている機関もある。  
Sida においては、国別プログラム評価を行う前の事前検討で国別プログラムのアウトカ

ムについての評価可能性が低いと判断されたことから、過去数年、国別プログラムの実施

プロセスに焦点をおいた評価を実施してきている。Sida の評価部門は、2002 年に  “Mind 
the Middle-Country Plans: The Missing Middle of Sida’s Country Strategy Process”と
いう評価報告書を公開し、Sida の国別プログラムに関するビジネスモデルの問題点を指摘

した。同報告書によれば、5 年を対象期間としたリソース配分の包括的な指針としての国

別戦略文書（Country Strategy Paper：CSP）により、重点セクター、サブセクター、主

たる協力形態については明確になっているが、それを補完する位置付けの年次国別計画

（Country Plan：CP）においては、戦略的選択の詳細や運営上の選択についての記述に

十分注意が払われてこなかった。CP は予算の計画値と実績値についてとりまとめた文書

にとどまっており、国別戦略を実行するための戦略の詳細や、方向性を決める枠組みにつ

いての情報がほとんどなかったため、大使館の体制や戦略プロセスの違いにより程度の差

                                          
42 CAS ビジネスモデルの他の要素としては、「ビジョン」、「分析」、「プログラミング」。 
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はあるが、「戦略上の空白」が生じ、戦略と実際のオペレーションの一貫性を阻害している

としている。こうした認識のもと、ラオス、ベトナム、モザンビークの国別プログラム評

価43では、「戦略上の空白」が生じているかどうかを検証し、さらにそれが生じた要因を分

析し、Sida のビジネスモデルにおける国別プログラムという事業ツールの改善に対し、提

言をとりまとめている。  
 
(3) 評価にかかる膨大なワークロードと対処の方向性  

従来の国別プログラム評価は、上記でとりあげた「帰属」の立証に比較的正面から取り

組んできたこと、さらに比較的長い期間を対象にしていたこと、また当然ながら過去のプ

ロジェクトをプログラムとみなして評価したためにプログラムの評価可能性にも問題を伴

うものであった。このため、帰属関係の検証にかかる労力に加え、長期間にわたる過去の

案件をプログラムに整理することやプログラムの目標について関係者の合意を得ることな

どを含め、一件の評価にかける時間・コスト・労力が膨大となる傾向があった。（表 3-6
参照）  
 

表 3-6 従来型国別評価の時間・労力・コストの例  

オランダ  パートナー国に対する協力開始から現在に至るまでを評価。最長で報告書が

まとまるまで３年を要した。  
DANIDA 平均して国際コンサルタント 3000 人週、現地コンサルタント 1000 人週、

約 500 千米ドル。文献調査 1 ヶ月、3～4 週間現地調査を行っているが全体

を網羅的に評価することはできていない。  
UNDP 対象は国別プログラム 2～4 サイクル分  

現地調査インタビュー結果より作成 

 
これに対しては、近年、評価の費用対効果の問題や、評価に時間がかかり適時に評価結

果が得られない場合はフィードバックもできないという反省があり、より効率的に事業に

かかる意思決定や改善に資する評価結果を取りまとめる工夫が図られている。  
 

対処⑤国別プログラム評価の簡素化～重要セクターあるいは重要アウトカムにしぼっ

た評価 

従来型の国別プログラム評価のワークロードの問題に関し、多数の援助機関においてそ

の簡素化についても取り組みが行われてきている。例えば、「3-1-3 組織マネジメント上の

国別プログラムの位置付け」でも述べたとおり、各機関においては業績測定と評価の機能

分担を図ってきている。こうした機能分担は、簡素化の観点からは、悉皆性の高いもの（モ

ニタリング及び事業実施部署による「自己評価」）については、組織として必要最小限の

情報を得る手段として整理し、国別プログラム評価については「必要性の高いところのみ

に選択的にリソースを投入する」という体制面での整理という方向性を打ち出していると

                                          
43 B.Baulch, M.Moore, A.Joshi and J. Rudengren, 2002, Implementation of the 1999-2003 Country Strategy 
for Swedish Development Cooperation with Vietnam, Sida EVALUATION 02/35.  D.Vadnjal, T. Conway, J. 
Rudengren and M. Juville, 2002, Implementation of the 1999-2003 Country Strategy for Swedish Development 
Cooperation with Laos, Sida EVALUATION 02/36. Institute of Social Studies, 2001, Assumptions and 
Partnerships in the Making of a Country Strategy-An Evaluation of the Swedish-Mozambican Experience, 
Sida EVALUATION REPORT 01/07. 
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いえる。  
体制面での簡素化に加え、手法の面では比較的多くの機関で、自機関の国別プログラム

の全体ではなく、重点をおいているセクターやアウトカムに評価対象をしぼって実施する

方向性もみられる。  
 たとえば、DANIDA では当面の国別プログラム評価は特定のセクターや DANIDA の活

動が重点をおいた地域にしぼって評価を行うという方向で考えられている。また、UNDP
の事業実施部署の実施する国別プログラム評価にあたるアウトカム評価（OE）では、評価

の視点としては評価専門部署の実施する ADR とそれほどの違いはないものの（BOX3-5
参照）、評価対象を国別プログラムのうちの重点アウトカムに絞り、より簡易な形での評価

を行っている。  
 

BOX 3-5 UNDP の Outcome Evaluation の評価の視点  

①アウトカムの発現状況 (Outcome status)：アウトカムが発現したかいなか、また発現していなく

ても成果の実現にむけての進歩があったかどうか  
②外部要因 (Underlying factors)：アウトカムに影響を与えるような外部要因の分析  
③UNDP の貢献 (UNDP contribution)：UNDP のアウトプットやその他の介入が説得性を持って発

現したアウトカムに結び付けられるかどうか  
④パートナーシップ戦略 (Partnership strategy)：UNDP のパートナーシップ戦略が妥当で効果的

だったかどうか  
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